
２  地域の活力の向上 



２－１  地域の活力の向上と交通 



三大都市圏及び地方圏における人口移動 

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、内閣府「国民経済計算」をもとに国土交通省公共交通政策部作成。 

（注）上記の地域区分は以下のとおり。 

   東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県  名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 

   大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 

   三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏  地方圏：三大都市圏以外の地域 

 人口は、東京圏への一極集中が続いている状況。 
 経済面においても、三大都市圏以外の地方圏で特に衰退。 

地域の活力の向上 

地方の衰退 
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地域の活力の向上 

交通と産業立地 

 企業が国内で新規立地を行う際に、立地地域選定要因として重視するものを尋ねたアンケー
トにおいて、交通アクセスの利便性は高い項目。 

国内設備投資(新規立地・進出)の立地選定要因 

出典：2005年版ものづくり白書（製造基盤白書） 

（ものづくり基盤技術振興基本法第8条に基づく年次報告） 
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地域の活力の向上 

交通と産業立地 
 全国の物流を支える高速道路の整備により、地域の経済・産業が発展してきた。 

29 
出典：社会資本整備審議会道路分科会 第３１回基本政策部会 参考資料１ 

○製造品出荷額の推移（H17/S55）と幹線道路網の整備状況 

資料：製造品出荷額は全国各県の工業統計調査より 
   商業年間販売額は商業統計調査より 
   市区町村データは、平成21年3月31日時点の市区町村で整備 
   最寄IC到達時間は「NITAS」より算出 

Ｈ17/Ｓ55 

最寄IC到達時間 

（H17：分） 

製造品出荷額 

(H17/S55) 

平均伸び率 

１０分未満 2.37 

１０～２０分 2.69 

２０～３０分 2.54 

３０分以上 1.85 



２－２  交通の充実と地域の努力により  
   地域の活力の向上がみられた事例 



太田工業団地

山上工業団地

新津ノ井工業団地

（仮称）若葉台北工業団地

布袋工業団地

智頭テクノパーク

■ 鳥取県東部（姫路鳥取線沿線）の
主な誘致企業位置図（H14-21）

：新規進出企業

：工業団地等

H22年3月
開通区間

H21年3月
開通区間

H20年3月
開通区間

高浜工業団地

＜中国横断道姫路鳥取線の整備効果＞ 

 中国横断自動車道姫路鳥取線の整備により、鳥取県東部への企業進出が増加。 

地域の活力の向上 

高速道路整備による企業の進出の事例 
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 鳥取自動車道の開通をきっかけに、工場の集約、物流の効率化が図られた企業の例。 

地域の活力の向上 

高速道路整備による物流の効率化の事例 
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港湾整備による地域の活性化の事例 
横断的事項 地域の活力の向上 

9 

　企業の投資額 　約１，１３０億円

　企業の雇用創出 　約５，７００人

　工場の新規立地等に
　よる効果（下図参照）

現地状況と港湾整備の概要 

埠頭用地 
泊地（水深8m） 

泊地（水深11m） 

航路（水深12m） 

地域活性化効果（平成２２年現在） 
※平成８年に協定締結、平成１５年に工場着工以降、判明して 

    いる投資額と雇用創出の累計（関連企業分を含む） 

ダイハツ九州 

大分（中津）工場 

複合一貫輸送 

ターミナル（水深８ｍ） 

国際物流 

ターミナル（水深１１ｍ） 

 

以下の理由から国内外の候補地を比較し選定。 
 輸送コストの削減効果が高く、環境負荷が尐ない海上輸送
を可能とする中津港の整備が大きな要因。 

 中津港に近い箇所で広大で安価な土地が確保可能。 

 地元による市道等周辺ｲﾝﾌﾗ整備や人材育成への支援。 

 周辺に優秀な自動車関連産業がすでに立地。 

 良質な人材が確保でき、地価・物価が安く生活が容易。 

中津港への進出理由 

国際物流ターミナル（水深11m）

［H16.9供用開始］

複合一貫輸送ターミナル（水深8m）

［H16.9供用開始］

防波堤・航路・泊地等

事業費 約３５６億円

事業期間 平成８年～平成２４年

事業内容

臼杵市 津久見市

由布市

別府市

日出町

杵築市

国東市

豊後高田市

宇佐市

中津市

日田市

玖珠町

九重町

竹田市

豊後大野市

佐伯市

大分市

福岡県

中津港

宇
佐
別
府
道
路

中
津
日
田
道
路

国道10号

国道213号

国
道

21
2号

国
道

38
7号

国道
213
号

国道10号

県道中津高田線

県道豊後高田国東
線

1~3
5

4

6 7

8

10

15~17

13･14

9

18 19

20

22

23 24

25･26 27 28

29

30

31 32

34･37 3833･35･36･39

（下拝田第2工業団地内）

（大分北部中核工業団地内）

凡　例

　※進出時期は工場操業時点

平成16年進出企業

平成17年進出企業

平成18年進出企業

平成19年進出企業

平成20年進出企業

（資料）九州経済産業局HP「九州自動車関連企業データベース」、「九州の工場一覧（自動車関連企業_大分県）」のほか、「なかつの企業2009（中津市産業科学技術協議会）」、企業HP情報等をもとに作成　

■自動車関連企業の年次別進出企業数（H16～H20）

H16 H17 H18 H19 H20 合計

中津市 9 4 3 5 1 22

宇佐市 2 3 2 1 8

豊後高田市 4 2 3 9

合計 11 4 10 9 5 39

21

11･12

中津港 品目別貨物量推移 

 企業の物流コスト削減に資する港湾の整備に
より、臨海部へ企業が立地し、地域が活性化
した例。 

 大分県中津港では平成16年の供用にあわせ
自動車工場と関連企業が進出し、約1,130
億円の投資と約5,700人の雇用が創出。 
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北陸新幹線の定期利用者数

0.9
1.4

1.7
2.1 2.3 2.5 2.6 2.7

0.3
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0.1

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

（千人/日）

通勤 通学

■ 大きな時間短縮効果 

19,000人/日 

24,000人/日 

26,400人/日 

２５％増 
さらに１０％増 

開業前 
開業直後 

開業8年後 

・利用者増が持続 

□開業前   ： 平成9年4月～9月の半年間の在来線特急１日平均利用者数 
□開業直後  ： 平成10年4月～9月の半年間の新幹線１日平均利用者数 
□開業8年後 ： 平成17年度１年間の新幹線１日平均利用者数 

■ 利用者が大幅に増加 

・東京～長野の所要時間 

開業前 

1時間23分 開業後 

2時間56分 

1時間33分短縮 

■ 東京からの時間距離圏の広がり 

４４万人   →   １６４万人（３時間圏） 

■ 特に定期利用者の増加が顕著 
・沿線の人口流出防止にも寄与 

■ 地域開発へのインパクト （佐久平駅の例） 

・新幹線開業にあわせて土地区画整理事業を実施 
・商業施設等の新規立地が約100件（～H19） 
・固定資産税収の増加 435万円(H6)→3.66億円(H18) （年度） 

７年間で2.7倍増 

地域の活力の向上 

北陸新幹線（高崎～長野間）の開業効果 
 平成9年10月の開業により、大きく所要時間が短縮し、利用者が大幅に増加。地域開発へ

も大きなインパクト。 
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（単位：千人） 

  
博多～熊本間 熊本～鹿児島中央間 

本年 前年 対比 本年 前年 対比 

累計 4,500 3,265 138% 2,603 1,583 164% 

一日平均 24.5 17.7 － 14.1 8.6 － 

整備新幹線の現状 

 平成23年３月12日に九州新幹線鹿児島ルートの全線が開業し、所要時間が短縮。これによ
り九州新幹線の利用者や鹿児島県内における宿泊客が増加。 

地域の活力の向上 

九州新幹線鹿児島ルート全線開業の効果 

交通機関 熊本～大阪 
輸送人員 

鹿児島～大阪 
輸送人員 

福岡～鹿児島 
輸送人員 

（シェア） （シェア） （シェア） 

ＪＲ 

所要時間 

3時間57分 

15万人 
（18％） 

5時間2分 

7万人 
（5％） 

2時間12分 

144万人 
（47％） 

↓ ↓ ↓ 

2時間59分 3時間45分 1時間19分 

運賃 

16,540円 21,000円 9,420円 

↓ ↓ ↓ 

18,020円 213,00円 10,170円 

航空機 
所要時間 2時間6分 66万人 

（79％） 

2時間14分 119万人 
（89％） 

1時間28分 18万人 
（6％） 運賃 23,500円 26,800円 18,600円 

バス 
所要時間 9時間16分 1万人 

（1％） 

11時間40分 4万人 
（3％） 

4時間6分 40万人 
（13％） 運賃 10,300円 12,000円 5,300円 

○主な区間の所要時間・運賃・輸送人員、シェア 

注）・航空機の所要時間は、空港から都心部までの移動時間を含む（乗換え時間は含まず） 
   ・輸送人員、シェアは08年度国土交通省旅客地域流動調査から集計 

○発地別鹿児島県内における宿泊客数の動向 
（平成23年６月） 

対前年 

増減率 

・運賃は通常期の大人片道分（ＪＲは新幹線指定席） 
・赤字部分は博多・新八代開業後 

中国及び関西
からの宿泊客
が大幅に増加 

○九州新幹線の利用実績（開業６ヶ月） 

注）・博多～熊本間の前年は、博多～鳥栖間の「リレーつばめ」「有明」の利用実績 

   ・熊本～鹿児島中央間の前年は、新八代～鹿児島中央間の「つばめ」の利用実績 

利用者が増加 

※JR九州HP 

※鹿児島県観光動向調査 

平成23年３月12日開業 
130.0km 

126.8km 
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博多 

小倉 
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出水 
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運行開始：H22.3.12～  

運行頻度：1週間2便  
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運行開始：H22 .10～  

運行頻度：１日１往復 
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運行開始：H23.3.12～   

運行頻度：１日１６往復 

 

 
 

鹿
児
島
中
央
ー
鹿
屋 

 

直
行
バ
ス 

運行開始：H21.12～  

運行頻度：１日６往復 

 

 

 

 

※

指
宿
周
辺
を
周
遊

す
る
バ
ス
と
連
携 

指
宿
の 

 

た
ま
て
箱 

運行開始：H23.3.12～ 

運行頻度：1日3往復 

 

 
 

北
さ
つ
ま
を
め

ぐ
る
周
遊
バ
ス 

運行開始：H22.10～  

運行頻度：１日１便 土日祝限定 

 

 
 

南
阿
蘇 

ゆ
る
っ
と
バ
ス 

運行開始：H21.10～ 

運行頻度：便により１日２往復～６往復 

 

 
 

あ
そ 

 

ぼ
ー
い
！ 

運行開始：H23.6.4～ 

運行頻度：1日2往復 

 

 
 

オ
ー
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ャ
ト
ル
バ
ス 

熊
本-

雲
仙
間
の
、
フ
ェ

リ
ー
と
組
み
合
わ
せ

た
シ
ャ
ト
ル
バ
ス 

運行開始：H22.7～  

運行頻度：１日6往復 土日祝7往復 

太宰府 

日田 新鳥栖 

えびの 

鹿児島空港 

霧島 

雲仙 

阿蘇 

原尻の滝 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

＊①～⑥ 

桜島 

知覧 

新八代 

熊本空港 

川内 

 

 
 

ジ
オ
サ
イ
ト
巡
り 

シ
ャ
ト
ル
バ
ス 

運行開始：H22.11～  

運行頻度：１日6便 
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九州新幹線各駅から九州各地への交通アクセスの強化 
地域の活力の向上 

 新幹線各駅からの交通アクセスの強化（鹿児島ルート全線開業効果の九州全体への波及） 



    鹿屋市地域公共交通活性化協議会    

○鹿児島中央駅～鹿屋間直行バスの運行 

平成20年９月９日設置 

平成21年３月24日連携計画策定 

○バス待合施設の整備 

○コミュニティバスの再編 

○市街地巡回バスの再編 

 鹿児島中央駅～鹿屋間の直行バスの実証運行を実施。 
 直行バスの利用者数は順調に増加。 

横断的事項 

地域の活力関係 
地域の活力の向上 

バスの運行による地域活性化の取組事例（鹿屋市） 

平成22年3月～5月 14,836  

平成23年3月～5月 18,186  

鹿屋直行バス輸送人員（人） 

九州新幹線全線開業後、 
輸送人員は大幅に増加 

鹿屋市 

これまでは・・・ 

フェリーとバスを３～４回乗り継ぎを要するなど、不便・複
雑で、特に市外の人にはわかりづらく利用しづらい状況。 

直行バスの導入（平成２１年） 

九州新幹線の開業効果を鹿屋市・大隅半島に波及させるた
め、フェリーにバスを載せて鹿児島中央駅と鹿屋市を直結さ
せる直行バスの実証運行を開始。 

本格運行に向けた取り組みを実施。 
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地域の活力の向上 

乗り合いタクシーの運行による地域活性化の取組事例（日立市） 

●背景 

日立市中里地区：人口1,439人、640世帯、高齢化率 41.1％ 

過疎・高齢化が進む山間地域。 

公共交通空白地帯で、タクシーの営業所も無い。 

 ・自家用車が利用できない人は集落からバス停までの移動手段が無い 

 ・日常生活における買い物などの足の確保が必要 

→ 市と地域が協働して住民の生活の足の確保を検討 

●取組内容 

《平成20年度》 

 10月～12月 日立市社会福祉協議会によるデマンド型乗合タクシー実証運行 

  （地域の要望により３月まで延長） 

 2月  シンポジウム開催 「責任と費用の分担」に対する議論を深める 

《平成21年度》 

4月  引き続き実証運行実施 

5月  NPO法人助け合いなかさと 設立認証 

7月  当該NPO法人が引継ぎ運行開始 

               ・全世帯から会費（1,500円/世帯）を徴収して運営 

               ・オペレーターと運転員も地域住民 

12月  運行時間の拡大  地域の行事開催時に対応 

《平成22年度》 

5月  ＮＰＯ法人総会にて全世帯からの会費徴収の継続を決定 

9月  回数券制度導入 手作りの再利用可能な回数券による利用促進 

●結 果 

・地域の問題を地域自ら解決し、地域公共交通は「地域の財産」であるという意識が醸成された  

 （平成22年度のアンケートでは、「住民の負担は妥当」「住民負担により公共交通の意識が高まる」「地域のために住民負担により維持すべき」と８６％の方が回答） 

・地域住民の外出機会の増加／交流センターでの地域行事の参加人数の増加 →  「地域の活性化」につながった。 

（ＮＰＯを設立） （利用状況） （オペレーター） 

バス路線 

集
落 

集
落 

バス路線 

農協、郵便局、小売店などの位置 

 地域住民が設立したNPO法人が、乗り合いタクシーを運行することにより、地域活性化に
つながった例。 
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日本の道路整備の展開 高速道路整備による観光ルートの広域化の事例 
地域の活力の向上 

 東海北陸自動車道の全線開通（H20.7）により、観光客の集客エリアが全国に拡大し、 
ツアー客が約２倍に増加するなど、観光ルートが周遊・広域化。 

街中にＱＲコード表示し、 
英語版観光情報案内を開始！ 

岐阜、富山の３市が連携し、
台湾誘客をＰＲ！ 

  高岡市・南砺市・ 郡上市 

♦東海北陸道全通をにらみ、高岡市・南
砺市と郡上市の観光協会・連盟が、
「台湾観光博覧会（台北市）」に出展。 

♦ツアー商品を中心に、踊り、祭り、古い
町並みなど地方都市の良さをＰＲ。 

外国語対応パンフ作成、国際
観光施設の助成金制度設置 

出典：H20.5.19 中日新聞 

出典：H20.5.17 観光経済新聞 

出典：H20.5.20 岐阜新聞 

出典：H20.6.4 北陸中日新聞 

その他 

高山市 

富山県 

商工会が連携し、 
広域観光ルートを検討 

金沢市・高山市 

♦東海北陸道全線開通に向けて金沢
商工会議所、高山商工会議所が連携
を強化。 

空港

空港

空港

空港

【観光広報を広域的に実施】 
輪島 

高岡 

金沢 南砺 

高山 

郡上 

名古屋圏から北陸地方への
観光ツアールートを周遊化 

【周遊ルートを広域化】 

♦Ａバス会社では、輪島への観光ルー
トを北陸道－東海北陸道に周遊化。 

♦利用客にも好評で、H19→H20でツ
アー客数は約２倍に増加。 

Aバス会社の 
観光ツアールート 

開通前 
開通後 

白川郷 

H20開通区間 
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空港との連携による地域への効果（能登空港の例） 

16 

空港との連携による地域活性化の事例（能登空港） 
 地元と航空会社がリスクとリターンを共有し、共に利用促進を図る仕組みを導入。 
 地元住民の利用促進だけでなく、二次交通の確保などにより、地域外から観光客を呼び込む

ための取り組みに注力。 

地域の活力の向上 

 能登空港の二次交通の不足を補い、観光地へのアクセスの向上を図るため、地元の運
輸事業者により空港と各地をバス並みの低料金で結ぶ相乗りジャンボタクシー「能登空港
ふるさとタクシー」を運行。赤字については県、能登空港利用促進同盟会、能登半島広域
観光協会が１／３づつ負担。 

② アクセス向上のため、空港からの乗合タクシーを運行 

① 搭乗率保証制度       羽田＝能登路線について１日２便を実現するために実施。 

     

「能登の旅 情報センター」を能登空港ターミナルビル１F到着ロビー前に設置、県内の
自然・歴史・文化・人といった魅力を総合的に情報提供する。 

※乗継運賃：大人普通運賃より ３０～６４％割引 

③ 「ぶらり能登ガイドブック」の発行 

 『能登のやさしさ あなたのココロに 逢わせたい』というコンセプトのもとに自主的に参

集した事業者を紹介する、能登地域限定地元発信型のガイドブック。利便性を高める
ため、地図や二次交通の案内、モデルコースの紹介も盛り込み、旅の魅力を発信。 

目標搭乗率（６２％）を定め、 

○目標搭乗率を４ポイント以上下回った場合 →地元が航空会社に保証金を支払う 

○目標搭乗率を４ポイント以上上回った場合 →航空会社が地元に販売促進協力金を支払う 

⑦ 全日空が能登空港への送客促進のための乗り継ぎ運賃設定等を実施 

⑥ 能登空港発着便利用に係る市町村運賃助成制度（地元住民等を対象）  

⑤ 首都圏需要の掘起こしや、能登のﾌｧﾝ・ﾘﾋﾟｰﾀｰづくりを
目指したｷｬﾝﾍﾟｰﾝ等を実施 

④ 観光拠点としての空港の魅力を高めるため、
旅行者向けの情報センターを設置 
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歩行空間の充実の取組事例 
横断的事項 

地域の活力関係 
地域の活力の向上 

クルーズ船の誘致による地域の活力の向上の事例（長崎港） 

 P  大型クルーズ船に対応した施設整備と入国審査の迅速化等に取り組み、外国人観光客の増加
に寄与した事例。 

17 

大型クルーズ船に対応した旅客船ターミナルの整備 
【長崎港松ヶ枝国際ターミナル】 

クルーズ観光客の利便性向上の施策 
 

○長崎県による入国審査迅速化の取組み 

法務省と連携して、県職員が審査場内での誘導・案内等を行うことによ
り、長崎港の入国審査の迅速化を推進（平成21年～）。 

○中国で利用拡大している銀聯（ぎんれん）カード端末の商店街で
の大規模導入【全国初】 

地元商店街（約300店舗）での銀聯ｶｰﾄﾞ端末の大規模導入（平成20年）。 

長崎港の外国クルーズﾞ船寄港数 

中国からの大型クルーズ船寄港が
増加し、外国人観光客も増加。 

長崎港の外国クルーズ船乗客数 

1924

26

0

45回

24回

0
10
20
30
40
50

H17年 H21年

(回)

←中国発着 
クルーズ 

2.2
3.1

1.9

00
1
2
3
4
5

H17年 H21年

(万人)

3.1万人 

4.1万人 

←中国発着 
クルーズ 

※クルーズ船寄港による地元への
経済波及効果：約2,000万円/回 
（長崎県による推計） 

岸壁を延伸・改良 
(国土交通省直轄事業) 

改良前 

５万トン級対応 10万トン級対応 

改良後 平成21年３月 供用開始 
(水深12m、延長275m⇒360m) 
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42.1

34.2

29.1

25.4

21.4

33.8

37.4

34.8

29.2

34.6

8.7

11

15.6

23.3

20.2

15.4

17.4

20.5

22.2

23.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1965～1967年
（昭和40～42年）

1974～1976年
（昭和49～51年）

1984～1986年
（昭和59～61年）

1994～1996年
（平成6～8年）

2004～2006年
（平成16～18年）

100ｋｍ以下 101～300km 301～900km 901km超

歩行空間の充実の取組事例 

 高速交通網の発達に伴い、農産物の流通が広域化。 

地域の活力の向上 

流通の広域化の事例① 

出典：平成２３年９月２１日
第１０回 高速道路のあり方
検討有識者委員会 
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<<東京市場の野菜出荷額における東京からの距離帯別シェア>> 

注１：100km以下（千葉、埼玉、東京、神奈川) 

  101～300km（福島、茨城、栃木、群馬、山梨、静岡、長野） 
 900km以上（北海道、山口、愛媛、高知、九州7県） 
 301～900km（その他の府県） 
注２：沖縄県および外国からの入荷高を除く 

出典：東京都中央卸売市場資料 

東京都中央卸売市場に入荷する 

生鮮食料品の平均輸送距離は増加。 

供用中の 

高規格幹線道路 

供用中の 

高規格幹線道路 

1975年 2010年 
関東近県からの入荷が中心 青森県や熊本県など遠

方の産地による 
シェアが拡大 

出典：「東京都中央卸売市場統計年報」 

<<東京市場に入荷するトマトの道府県別シェアと高規格幹線道路ネットワーク>> 

120km 

373km 

0 

100 

200 

300 

400 

1965 1975 1985 1995 2005 2010 

<<東京市場に入荷するトマトの生産地からの平均輸送距離（年間）>> 

出典：「東京都中央卸売市場統計年報」 

（ｋｍ） 

「出典：平成23年9月21日高速道路のあり方検討有識者委員会より」 



歩行空間の充実の取組事例 
地域の活力の向上 

流通の広域化の事例② 

出典：国土交通省道路局 ２０１０道路整備効果事例集 

 苫小牧港へアクセスする幹線道路の整備により、平取町の道外への農産物の出荷を支援。
（日高自動車道・厚真門別道路の例。平成18年3月開通） 
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道外（ＪＲ札幌から出荷）

道外（ＪＲ苫小牧から出荷）

道外（苫小牧港から出荷）

資料：H18農林水産統計年報

1位 熊本県　八代市 36,850t

2位 熊本県　玉名市 22,333ｔ

3位 茨城県　鉾田市 13,443ｔ

4位 愛知県　田原市 13,385ｔ

5位 岐阜県　高山市 12,034ｔ

6位 愛知県　豊橋市 11,436ｔ

7位 北海道　平取町 10,320ｔ

8位 千葉県　旭市 7,390ｔ

9位 長崎県　南島原市 6,921ｔ

10位 茨城県　筑西市 6,380ｔ

資料：平取町農協 ※H14,H18,H20の道外出荷量は室蘭開発建設部調べ

沼ノ端西IC～厚真IC
H10.07 供用開始

苫小牧東IC～沼ノ端西IC
H10.03 供用開始

鵡川IC～日高富川IC

H18.03 供用開始

厚真IC～鵡川IC
H15.08 供用開始

●【平取町トマト】生産量ランキング及び出荷量の推移

苫小牧の物流拠点を経由
した道外出荷量が増加

トマトの選果状況

平取町農協の選果施設

42.7 35.9

0

10

20

30

40

50

道道穂別鵡川線
を通行

日高自動車道
を通行

(分)

資料：H14、H21室蘭開発建設部調べ

平取町産トマトの苫小牧の物流拠点を経由した道外出荷動向（単位：t/年）

● 道道の通行は道路が狭く、舗装面も悪いので品質の面で心配だった。しかし、供用後は運転が楽にな
り、時間も短縮された。また、積み込みも楽になり、中の荷物の品質も確保されている。

〔平取町農協ヒアリングより〕

資料：H21室蘭開発建設部調べ

資料：H11、H17道路交通センサス

約７分短縮

●平取町～苫小牧東港への所要時間



歩行空間の充実の取組事例 
地域の活力の向上 

スマートインターチェンジによる地域経済の活性化 
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 既存の高速道路ネットワークを有効に活用し、地域経済の活性化や渋滞の軽減等を図るた
め、スマートインターチェンジを整備 

○我が国の高速道路のIC間隔は約10㎞で、欧米諸国の2倍程度 
○一定規模以上の工場の約5割がICの5㎞圏内に存在 
○スマートICは、現在57箇所で供用中、20箇所で事業中(平成23年7月現在) 

【東名高速 遠州豊田スマートインターチェンジの事例】 

（写真提供：磐田市 平成２１年１１月撮影）

ホテル予定地 大型商業施設

土地区画整理事業

下りスマートＩＣ

上りスマートＩＣ
東名

高速
道路

至 東京

至 名古屋 （写真提供：磐田市平成21年11月撮影）

【遠州豊田スマートＩＣ】

Ｈ１７．１ 社会実験開始

Ｈ１９．４ 本格導入

H２２交通量 約2,700台/日

・スマ－トICの整備とともに周辺の土地区画整理が 

 進められ、工場等１６社が操業し、大型商業施設 

 １社が開業。 



歩行空間の充実の取組事例 

 P 

横断的事項 

地域の活力関係 各局に依頼 

 道路利用者の休憩・情報収集の場として、地域の個性を発揮する交流拠点として、いざとい
うときの防災拠点として、多面的に機能する「道の駅」を地域と協力して整備 

地域の活力の向上 

道の駅による地域活力の向上 
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地場産農産物の買い物でにぎわう 

（道の駅 「むなかた」 福岡県） 
捜索拠点としての駐車場の利用 

（道の駅 「南相馬」 福島県） 
情報提供施設がある休憩コーナー 
 （道の駅 「針T.R.S」 奈良県） 

休憩機能 

情報発信 

機能 

地域連携
機能 

「道の駅」の基本コンセプト 

地域振興施設による各種サービスの提供      

「道の駅」の機能 

休憩機能 

情報提供機能 

地域連携機能 

24時間、無料で利用できる駐車場・トイレ 

道路情報、地域の観光情報などの提供 

ミニコンサートが開かれることも 
（道の駅 「八王子滝山」 東京都） 


